




　クリントン大統領は 1 月 7 日、「保育」の分野で連邦政府の果たすべき役割の拡大を目

指し、働く両親の負担軽減と税額控除を目標とした長期的対策として、今後 5年間にわた

り総額 217 億ドルの予算案を議会に提出することを表明した。(9 項目の「保育プラン」

は別紙参照)

　これは、「保育」対策としては、米国史上最大規模であり、本年の国内政策の最重要項

目でもある。もし、9 項目すべてが議会を通過すると、クリントン政権でも最高額の社会

政策の一つとなる。


